
県税のあらまし　　法人事業税

　　この税は，会社等の法人が事業を行う場合には，道路・港湾・教育・保健衛生その他各種の公共施設を
 利用し，様々な行政サービスを受けていることから，その経費を負担していただくという趣旨で設けられたも
 ので，県内に事務所又は事業所を有する法人に課税されるものです。

■納める人

　１　県内に事務所（事業所）を有し，事業を行っている法人

　２　人格のない社団等（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあり，かつ収益事業を行っ

　  ているもの）

■納める額

税　　額 ＝ 所得割額 ＋ ＋ 資本割額 ＋ 収入割額

所得割額 ・・・・・ 所得

付加価値割額 ・・・・・ 付加価値額（収益配分額（報酬給与額＋純支払利子＋純支払賃借料）±単年度損益）

※　報酬給与額が収益配分額の７０％を超える場合には，その超える額（雇用安定控除

 　額）を収益配分額から控除します。

資本割額 ・・・・・ 資本金等の額（法人税法第２条第１６号に規定された額）

※  平成27年4月1日以後に開始する事業年度については，資本金等の額が　「資本金＋

  資本準備金」の額を下回る場合は，「資本金＋資本準備金」の額が資本割の課税標準

  となります。

収入割額 ・・・・・ 収入金額（電気供給業，ガス供給業及び保険業）

　　１　普通法人（外形標準課税対象法人以外）

割

※　平成20年10月１日から平成22年９月30日までの間に解散した法人の清算所得については，全て５．３％です。

※　平成22年10月１日以降に解散した法人は，清算所得に対する課税が廃止され，通常の所得に対する課税とな

 　ります。

※　「軽減税率不適用法人」とは，三つ以上の都道府県に工場や支店等がある法人で，資本金の額又は出資金の

　 額が１千万円以上の法人をいい，「軽減税率適用法人」とは，それ以外の法人をいいます。特別法人や外形標準

　 　 課税対象法人についても同様です。

　　２　特別法人（協同組合，信用金庫，医療法人等）

割

※　平成20年10月１日から平成22年９月30日までの間に解散した法人の清算所得については，全て３．６％です。

※　平成22年10月１日以降に解散した法人は，清算所得に対する課税が廃止され，通常の所得に対する課税とな
　 ります。

所得割

付加価値割額

４．９％

軽減税率

軽減税率
適用法人

３．５％

５．１％ ５．３％

　令和元年１０月１日から
　開始する事業年度の
　税率

平成26年10月１日から
令和元年9月30日までに
開始する事業年度の税率

　令和元年１０月１日から
　開始する事業年度の
　税率

課税標準

　 所得のうち年400万円以下
　 の金額

　 所得のうち年400万円超年
　 800万円以下の金額

　 所得のうち年800万円超の
 　金額

３．４％

４．６％

６．７％ ７．０％

６．７％ ７．０％

軽減税率 課税標準
平成26年10月１日から

令和元年9月30日までに
開始する事業年度の税率

軽減税率
不適用法人

所　　得

軽減税率
不適用法人

所　　得 ４．６％ ４．９％

所得割

軽減税率
適用法人

　 所得のうち年400万円以下
　 の金額

３．４％ ３．５％

 　所得のうち年400万円超の
   金額

法人事業税
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　　３　外形標準課税対象法人（資本金の額又は出資金の額が１億円を超える普通法人）

割
　令和4年4月１日

　から開始する事業
年度の税率

軽減税率
不適用法人

付加価値割

資本割

※ 平成20年10月１日から平成22年９月30日までの間に解散した法人の清算所得については，所得割は全て2.9％です｡

※ 平成22年10月１日以降に解散した法人は，清算所得に対する課税が廃止され，通常の所得に対する課税となります。

　　４　電気供給業（下記５の事業を除く。），導管ガス供給業，保険業を行う法人

割

収入割

　　５　電気供給業のうち小売電気事業等，発電事業等及び特定卸供給事業を行う法人
【資本金１億円超の法人】

割

収入割

付加価値割

資本割

【資本金１億円以下の法人等】

割

収入割

所得割

　　６　ガス供給業のうち特定ガス供給業を行う法人

割

収入割

付加価値割

資本割

■申告と納税

申告の種類

　 　事業年度が６月を
　 　超える法人

２　確定申告

※　 外形標準課税対象法人及び収入金額課税法人は，必ず中間申告が必要です。

　　  これら以外の法人で法人税の中間申告義務がない法人，特別法人及び清算中の法人については，中間申告の必要

 　はありません。

※ 　申告と納税等は，法人県民税と併せて行います。

平成24年4月１日から令和元年9月30日
までに開始する事業年度の税率

０．９％

令和元年10月１日から令和2年3月31日
までに開始する事業年度の税率

１．０％

－

資本金等の額

所得

１．０％

付加価値額

課税標準

０．３２％－

納 め る 額

課税標準額（所得等）×税率

（課税標準額（所得等）×税率）
－中間納付額

事業年度終了の日から２月（会計監
査人の監査を受けること等の理由に
よって決算が確定しない法人にあっ
ては３月）以内

申告と納税の期限

３　修正申告

(1)　申告した所得等金額
　　等に不足額があった
　　とき

速やかに

(2)　申告をした後に税務
    署の更正又は決定を
　　受けたとき

法人税を納付すべき日

課税標準額（所得等）×税率
－既納付額

１　中間申告
(1)　予定申告

事業年度開始の日以後６月を経過
した日から２月以内

(2)　仮決算に基づく
　　中間申告

収入金額 ０．４８％

付加価値額 ０．７７％

１．０％

－

１．８５％

課税標準
令和４年４月１日から開始する

事業年度の税率

－

令和元年10月１日から令和4年3月31日
までに開始する事業年度の税率

課税標準
令和２年４月１日から開始する

事業年度の税率

収入金額 ０．７５％

令和元年10月１日から令和2年3月31日
までに開始する事業年度の税率

０．３７％

資本金等の額 ０．１５％

課税標準
令和２年４月１日から開始する

事業年度の税率

収入金額 ０．７５％

－

令和元年１０月１日から開始する
事業年度の税率

収入金額 １．０％

付加価値額 ０．４８％ ０．７２％ １．２％

資本金等の額 ０．２％ ０．３％ ０．５％

３．１％ ０．７％ １．０％

所得 ４．３％ ３．１％ ０．７％ １．０％

０．３％ ０．４％

軽減税率
廃止

１．０％

所得のうち年400万円超年

800万円以下の金額 ３．２％ ２．３％ ０．５％ ０．７％

所得のうち年800万円超の

金額 ４．３％

課税標準
平成26年10月１日から

平成27年3月31日までに
開始する事業年度の税率

平成27年4月１日から
平成28年3月31日までに
開始する事業年度の税率

平成28年4月１日から
令和元年9月30日までに
開始する事業年度の税率

　令和元年10月１日から
　令和4年3月31日までに
開始する事業年度の税率

所得割

軽減税率
適用法人

所得のうち年400万円以下

の金額 ２．２％ １．６％

前事業年度
の事業税額 ×

前事業年度の月
数

６
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　　　○　分割基準
　　 ２以上の都道府県に事務所（事業所）がある法人は，次の分割基準により関係都道府県ごとに課税
 標準額をあん分したものに税率をかけて計算した税額を申告し，納めます。

発電事業等，
特定卸供給事業

送配電事業

小売電気事業等

■適用期日

　　　【地方法人特別税】平成20年10月１日から令和元年9月30日までに開始する事業年度に適用
　　　【特別法人事業税】令和元年10月1日以後に開始する事業年度に適用

■納める人（地方法人特別税及び特別法人事業税）

　　法人事業税（所得割又は収入割）の納税義務がある法人

■納める額（地方法人特別税及び特別法人事業税）

＝ ×

※　基準法人所得割額又は基準法人収入割額とは，標準税率で計算された法人事業税（所得割・収入割）

　の税額をいいます。

税　　率

３４．５％

３０．０％

区　　分

特別法人の基準法人所得割額

４３．２％電気供給業のうち小売電気事業等，発電事業等及び特定卸供給事業を行う法人の基準法人収入割額

平成28年4月1日から
令和元年9月30日まで
に開始する事業年度

３０．０％

４３．２％

令和元年10月1日から
令和2年3月31日まで
に開始する事業年度

６２．５％

４０．０％

３０．０％ガス供給業のうち特定ガス供給業を行う法人の基準法人収入割額 ４３．２％

４３．２％

外形標準課税法人・特別法人以外の法人の基準法人所得割額

外形標準課税法人の基準法人所得割額

事務所等の固定資産の価額（事業年度末日現在）

特別法人事業税

３７．０％

電気供給業のうち送配電事業，導管ガス供給業，保険業を行う法人の基準法人収入割額

地方法人特別税

 ・　平成20年度税制改正で創設された地方法人特別税（国税）は，令和元年9月30日までに開始する事業年度
　をもって廃止し，法人事業税に復元することとされていましたが，令和元年度税制改正において，復元された
　法人事業税の税率を引き下げ，新たに特別法人事業税（国税） が創設されました。

 ・　特別法人事業税は国税ですが，その収入額に相当する額を特別法人事業譲与税として都道府県に譲与す
　る仕組みです。

 ・　法人事業税と併せて都道府県への申告納付が必要となります。

税　　額

２６０．０％

課税標準の３／４：事務所等の所在する都道府県において発電所に接続
　　　　　　　　　　　  する電線路の送電容量
課税標準の１／４：事務所等の総固定資産の価額

令和2年４月１日から
令和4年3月31日まで
に開始する事業年度

令和４年４月１日以後
に開始する事業年度

４３．２％

４１４．２％

分 割 基 準

課税標準の２分の１：事務所数（各月末日の合計）
課税標準の２分の１：従業者数（事業年度末日現在）

軌道の延長キロメートル（事業年度末日現在）

基準法人所得割額 又は 基準法人収入割額

事業の種類

課税標準の１／２：事務所等の数
課税標準の１／２：従業者の数

税率

(1)　(2)～(5)以外の業種
　銀行業，証券業，保険業，
　運輸・通信業，卸売・小売
  業，サービス業　　　　　等

(4)ガス供給業　倉庫業

(5)電気供給業

（いずれも事業年度末日現在）

従業者数（事業年度末日現在）
※資本金１億円以上の法人は，工場の従業者数を１．５倍

(2)製造業

(3)鉄道事業　軌道事業

課税標準の３／４：事務所等の固定資産で発電所の用に供するものの価額
課税標準の１／４：事務所等の総固定資産の価額

地方法人特別税（国税）の廃止及び特別法人事業税（国税）の創設
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